
川崎市マンション便り 第13号

令和８年１月９発行

マンション便りは、マンション管理に関する情報提供を目的に、「川崎市マンション管理組合登録・支援制度」
に登録されている管理組合様へ、年２回お届けしています。マンション内の意識の醸成にご活用ください。
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子どもの窓やベランダからの転落事故に注意！

【窓及びベランダからの転落死亡者数】

住宅の窓及びベランダからの子どもの転落が立て続け
に起きていることから、消費者安全調査委員会が調査
を行い、「住宅の窓及びベランダからの子どもの転落事
故」について消費者事故等調査報告書（令和７年６月）を
公表しました。

１

１

＜出典：消費者安全調査委員会／消費者事故等調査報告書 住宅の窓及びベランダからの子どもの転落事故 ＞
https://www.caa.go.jp/policies/council/csic/report/report_025/assets/csic_cms201_250
624_11.pdf
＜出典：政府広報オンライン／ご注意ください！窓やベランダからのこどもの転落事故＞
https://www.gov-online.go.jp/article/202107/entry-10298.html

6歳未満の子供の転落死亡事故の発生状況
⇒窓４２件、ベランダ９２件(1993年から2024年まで)

窓からの転落は、１歳の事故が最も多く

ベランダからの転落は、３歳の事故が最も多い

事故発生時の保護者の在宅状況
⇒在宅６５件、不在(短時間外出を含む)５５件、不明１４件

子どもの転落事故を防ぐには

今日からできる対策例

普段の生活の中で、子どもから一瞬たりとも目を離さないというのは限界があります。窓やベランダからの
転落事故を防ぐためには、事前にポイントを知り、子どもの見守りと合わせて事故が起きない環境を作るこ
とが重要です。

① 窓を解放せず、都度施錠をする

② 窓の鍵の近くに足掛かりを置かない

③ ベランダに物を置かない

④ ベランダの手すり等が劣化していないか点検する

⑤ 子どもだけを家に残して外出しない

⑥ ベランダでは、子どもだけで遊ばせない

・補助錠を設置する
・エアコンの室外機は手すりから
６０㎝以上離して設置する
・エアコンの室外機に登れない
ようにフェンスを設置する
・手すりからのすり抜け防止

＋α(器具等の設置)
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マンション関係法改正に伴う標準管理規約の改正について【抜粋】２

２

共用部分の管理に伴って必要となる専有部分の保存行為等 【単棟型 第２１条】

マンションと区分所有者の「２つの老い」が進行する中、新築から再生までのライフサイクルを見通して、マンション等
の管理及び再生の円滑化等を図るため、マンションの管理・再生の円滑化等のための改正法が令和７年５月３０日に
公布されました。これに伴い、令和７年１０月１７日に標準管理規約が改正されましたので、標準管理規約の改正箇所
について一部ご紹介します。

役員に関する規定の見直し 【単棟型 第３５条・第５３条】

理事の職務代行者（イメージ）

給排水管等の設備については、共用部分と専有部分が接続さ
れて一体として機能していることから、修繕工事等も一体的に
実施することが効率的な場合も多いと考えられ、改正区分所
有法で一体的な修繕を可能とする旨が明確化されました。

実施の留意点

管理組合役員等の本人確認 【単棟型 第３５条・第５５条】

担い手不足が課題となる一方で、大規模修繕工事の発注に関し、修繕工事関連業者の従業員が、自社に
有利な発注となるよう誘導するため、区分所有者になりすまして管理組合の修繕委員会等に入り込む
事案も報道されています。これに対し、次のような防止策がコメントに例示されました。

理事の負担感を軽減する観点から、理事本人が理事会に出席することを原則として維持しつつ、参加が難しい場合は
職務代行者の出席を可能とする旨のコメントが追加されました。

マンション管理に係る専門知識を有する外部の専門家の選任時
⇒顔写真付きの身分証明書の確認＋専門家の資格に係る身分証の提示

管理組合役員、専門委員就任時
⇒顔写真付きの身分証明書（マイナンバーカード、運転免許証、パスポート等）の提示

改正前
標準管理規約では、共用部分と専有部分の配
管等の一体的な修繕を可能としていた

改正後
「規約の特別の定め」を設けた上で、総会決議
を経れば、共用部分と専有部分の配管等の一
体的な修繕について管理組合が行うことがで
きる旨が明確化された

改正前
理事本人が理事会に出席するよう明示

改正後
「職務代行者の出席を認める旨」及び「職務代行
者として専任可能なものの範囲」を規約に明文
化し、総会等で承認を得ることで本人に代わり理
事会に出席させることが可能となった

①管理規約の規定整備
・標準管理規約（単棟型）第２１条
第２項と 同様の規定を規約に盛
り込む
・修繕積立金の使途への追加

②長期修繕計画への位置付け
・長期修繕計画に位置付け、修繕
積立金を充当することを明確化

③総会決議
・共用部分の管理又は変更と併せ
て専有部分の保存行為等を行う
旨を決議

④費用負担の衡平の確保
・先行して配管等の工事を行った
区分所有者に対し相当額を補償
するなど、費用負担の衡平を図
る。

事前の手続き 実施段階



手続きのポイント

①各マンションの管理規約の規定について、改正区分所有法(改正法)の規定に抵触するものは、改正法の

施行日(令和８年４月１日)以降効力を失う

②規約変更手続きについては、規約の改正を決議する総会の招集手続きの開始日により方法が異なる

③施行日以降に招集手続きが開始された総会において、改正法の規定に基づく手続きが必要

※令和８年３月３１日までに招集手続きが開始された場合は、総会の会議開催日が令和８年4月１日以降であっても以

下図のパターン１の手続きによる。

川崎市主催 第１１回 管理組合交流会開催のお知らせ 【参加費無料】３

日時：2月7日（土） 13:00～
場所：マンション未来学習館

あなぶきPMアカデミーTOKYO

◆お申込みはこちら

https://logoform.jp/f/p06KE

３

＜出典：国土交通省 令和7年マンション標準管理規約改正＞
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001968331.pdf

各マンションにおける管理規約の変更手続きについて 【単棟型 第４７条】

＜注意点＞

・管理規約の改正議案中に「この改正は、令和８年

４月１日から効力を発することとする。」のような

文言を加え、改正法施行日（令和８年４月１日）か

ら改正後の規約の効力が発することを併せて決

議する。

＜注意点＞

・現行規約がマンション標準管理規約とは異なる定

めの場合は、改正区分所有法の規定に従う。

・招集通知は少なくとも1週間前に発送する必要が

ある。

・それぞれの定足数は「過半数」であり、現行規約の

「半数以上」とは異なることに注意が必要。

改正法の施行により、規約の改正等に係る集会（総会）の成立要件（定足数）や決議要件など、各マンションの現行の
管理規約の一部は、改正法の規定に抵触することとなります。現行の管理規約の規定について、改正法に抵触するも
のは、改正法の施行日以降、効力を失うこととされているため、各マンションにおいて管理規約の見直しを進める必
要があります。

詳細は同封のチラシをチェック！

交流会のテーマは、「マンション関係法の改正」です。

第１部：マンション関係法の改正を中心とした神奈川県マンション管理士会会長による講演

第２部：参加者同士でテーマに沿って経験談や考えを意見交換

第３部：施設見学（自由参加）

第２部・第３部をマンション管理について情報交換ができるような、マンション同士の
横の繋がり作りのきっかけとしてください。

https://logoform.jp/f/p06KE
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001968331.pdf


４

川崎市のマンション管理計画認定件数 ～自治体別で全国第２位！～４

管理計画認定制度は、管理・修繕に関する基準を満たしたマンションを地方自治体が認定する制度です。
認定取得に向けてマンションの管理状況を見直し、“見える化”することで、区分所有者だけでなく、これか
らマンションを購入される方などにも管理状況が分かりやすいものとなることが期待されています。

＜令和7年１１月末時点の認定件数＞
・全 国 ３，１７１件
・自治体別 1位 横 浜 市 ：２８０件

2位 川 崎 市 ：１３６件

3位 名古屋市：１１９件

◆川崎市マンション管理計画認定制 https://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000149085.html

市内認定マンションの傾向

(公益財団法人マンション管理センター閲覧サイト調べ）

川崎市電気自動車（ＥＶ）用充電インフラ補助金について５

問合せ先 ： 川崎市環境局地域環境共創課
TEL 044-200-2530   Mail 30kyoso@city.kawasaki.jp

①マンションの資産価値向上②災害に強いマンション ③居住者の車の選択肢増加（次の車はEVに！）

脱炭素社会の実現に向けて、国は2035年にガソリン車の新車販売を終了し、電動車100%をめざしてい

ます。今のうちに補助金を活用してお得にEVの充電設備を設置しませんか？

マンションのEV充電最新事情、設置に向けた
Q&A、川崎市内の充電設備設置マンションの
事例紹介、災害時のEV活用術など、様々な視
点からEVの魅力や充電設備設置のメリットを
ご紹介しています。

国や県の補助金も組み合わせるとさらにお得に
設置できます。
補助対象者や補助額、申請方法等の詳細はこち
らをご覧ください。

外部給電器を使えば、災害時に
EVの電気を非常用電源として活用可能

自宅で手軽にEVの充電が可能

充電設備設置について
もっと知りたい方へ

補助金について
もっと知りたい方へ

充電設備設置のメリット

【発行元・連絡先】

川崎市 まちづくり局 住宅政策部 住宅整備推進課 マンション再生担当
TEL 044-200-2996  Mail 50zyusei@city.Kawasaki.jp

https://www.city.kawasaki.jp/300/page/00
00147639.html

理事会等への
出張説明も実施中！

https://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000149085.html
https://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000147639.html
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